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中央教育審議会初等中等教育分科会 

特別支援教育の在り方に関する特別委員会 

論点整理（案） 
はじめに 

①「障害者の権利に関する条約」が、平成１８年１２月、第６１回国連総

会において採択され、平成２０年５月に発効した。我が国は平成１９年

９月に同条約を署名し、現在批准に向けた検討を進めているところであ

る。平成２１年１２月には、内閣総理大臣を本部長とし、文部科学大臣

も含め全閣僚で構成員される「障がい者制度改革推進本部」が設置され、

当面５年間を障害者制度改革の集中期間と位置付け、改革の推進に関す

る総合調整、改革推進の基本的な方針の案の作成及び推進に関する検討

等を行うこととしている。同本部の下に、障害者施策の推進に関する事

項について意見を求めるために「障がい者制度改革推進会議」が設置さ

れ、平成２２年６月７日、同会議による第一次意見が取りまとめられた。

同意見においては、「障害者の権利に関する条約」におけるインクルー

シブ教育システム（包容する教育制度）構築の理念を踏まえた「地域に

おける就学と合理的配慮の確保」、「学校教育における多様なコミュニ

ケーション手段の保障」について同会議の問題認識が示されている。 

 

②上記第一次意見を踏まえた平成２２年６月２９日の閣議決定において、

各個別分野については、事項ごとに関係府省において検討することとさ

れ、教育分野については、以下の２点が示された。 

・障害のある子どもが障害のない子どもと共に教育を受けるという障害者

権利条約のインクルーシブ教育システム構築の理念を踏まえ、体制面、

財政面も含めた教育制度の在り方について、平成２２年度内に障害者基

本法の改正にもかかわる制度改革の基本的方向性についての結論を得

るべく検討を行う。 

・手話・点字等による教育、発達障害、知的障害等の子どもの特性に応じ

た教育を実現するため、手話に通じたろう者を含む教員や点字に通じた

視覚障害者を含む教員等の確保や、教員の専門性向上のための具体的方

策の検討の在り方について、平成２４年内を目途にその基本的方向性に

ついての結論を得る。 

 

③これまで、中央教育審議会は、平成１７年１２月の「特別支援教育を推進

するための制度の在り方について」（答申）において、「特別支援教育」

の位置付けを明確化するとともに、我が国が目指すべき社会の方向性を示

してきている。同答申に基づき、平成１８年６月に学校教育法が改正され、

特別支援教育は、平成１９年度から本格的に開始されたところである。（参

考資料１：特別支援教育を推進するための制度の在り方について（答申）

の概要、参考資料２：特別支援教育の現状） 
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④このような中、平成２２年７月１２日に、文部科学省より中央教育審議

会初等中等教育分科会に対し審議要請があり、同分科会の下に、本特別

委員会が設置された。本特別委員会においては、平成２０年８月に文部

科学省に設置された「特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議」

及び「障がい者制度改革推進会議」における検討を議論の基礎として、

○回に渡り検討を積み重ねてきたところであり、今回、その審議を論点

整理として中間的に取りまとめるものである。 

 

 

１．インクルーシブ教育システム構築に向けての特別支援教育の方向性につ

いて 

○インクルーシブ教育システム(包容する教育制度)の理念とそれに向かって

いく方向性に賛成。 

 

○インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求す

るとともに、特別な教育的ニーズのある児童生徒に対して、その時点で教

育的ニーズに最も的確にこたえる指導を提供できる多様で柔軟な仕組みを

整備することが重要。子どもの学習権を保障する観点から、通常の学級、

通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった連続性のある「多

様な学びの場」を用意しておくことが必要。 

 

○障害のある子どもと障害のない子どもが共に学ぶことは、共生社会の形成

に向けて望ましいと考えられる。同じ社会に生きる人間として、お互いを

正しく理解し、共に助け合い、支え合って生きていくことの大切さを学ぶ

など、個人の価値を尊重する態度や自他の敬愛と協力を重んずる態度を養

うことが期待できる。 

 

○今後の進め方については、短期と中長期に整理し段階的に実施していく必

要がある。 

 

（現状と課題） 

平成１９年度から特別支援教育が本格的に開始されて以来、各教育委員

会、各学校における特別支援教育の体制整備は一定程度進みつつあるが、共

生社会の形成、インクルーシブ教育システムの構築という観点からは、これ

らの取組は今後更に時間をかけて進めるべきものであり、特別支援教育の更

なる質的な充実を図るためにはなお多くの課題がある。これらは、平成２２

年３月に取りまとめられた、「特別支援教育の推進に関する調査研究協力者

会議」の審議経過報告において整理されているところである。 
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(1)インクルーシブ教育システムと特別支援教育の関係 

①障害者の権利に関する条約第２４条によれば、「インクルーシブ教育シス

テム」(inclusive education system、署名時仮訳：包容する教育制度)と

は、人間の多様性の尊重、精神的・身体的な能力を可能な最大限度まで発

達させ、自由な社会に効果的に参加するとの目的の下、障害のある者と障

害のない者が共に教育を受ける仕組みであり、障害のある者が「general 

education system」（署名時仮訳：教育制度一般）から排除されないこと、

自己の生活する地域において初等・中等教育の機会が与えられること、個

人に必要な合理的な配慮が提供される等が必要とされている。（参考資料

３：障害者の権利に関する条約（抄）、参考資料４：general education system

（教育制度一般）の解釈について） 

 

②本特別委員会は、障害者の権利に関する条約に基づくインクルーシブ教育

システムの理念とそれに向かっていく方向性に賛成する。 

 

③インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求す

るとともに、特別な教育的ニーズのある児童生徒に対して、その時点で教

育的ニーズに最も的確にこたえる指導を提供できる多様で柔軟な仕組みを

整備することが重要である。通常の小・中学校における通常の学級、通級

による指導、特別支援学級、特別支援学校といった連続性のある「多様な

学びの場」を用意しておくことが必要である。（参考資料５：日本の義務

教育段階の多様な学びの場の連続性） 

 

④インクルーシブ教育システムの構築については、諸外国においても、それ

ぞれの課題を抱えながら、制度設計の努力をしているという実情がある。

各国とも理念的なものだけで制度が動いているということではなく、漸進

的に実施してきており、日本も同様に漸進的に実施してきているところで

ある。 

 

⑤障害者の権利に関する条約第８条には、障害者に関する社会全体の意識を

向上させる必要性が示され、教育制度のすべての段階において障害者の権

利を尊重する態度を育成することが規定されている。こうした規定を踏ま

えれば、学校教育において、障害のある人と障害のない人が接触し、交流

していくという機会を増やしていくことが非常に大事である。障害のある

人との触れ合った経験は、共生社会の形成に向けて望ましいと考えられる。

（参考資料３：障害者の権利に関する条約（抄）） 

 

⑥今後の進め方については、短期（「障害者の権利に関する条約」批准まで）

と中長期（同条約批准後の１０年間程度）に整理し段階的に実施していく
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必要がある。短期的には、就学相談・就学先決定の在り方、教職員の研修

について検討し、必要な財源を確保して順次実施していく。中長期的には、

合理的配慮を含むインクルーシブ教育システム構築のための人的・物的な

環境整備、教職員の確保及び専門性向上のための方策、特別支援教室につ

いて、体制面・財政面を含めて検討し実施していく必要がある。最終的に

は、条約の理念が目指す共生社会の形成に向けてインクルーシブ教育シス

テムを構築していくことを目指す。 

 

 (2)「共に学ぶ」ことについて 

①基本的な方向性としては、障害のある子どもと障害のない子どもができる

だけ同じ場で共に学ぶことを目指すべきである。その場合に、それぞれの

子どもが授業や活動を理解し参加している実感を持ちながら、充実した時

間を過ごせて、生きる力を身に付けていけるかどうか、これが最も本質的

な点であり、そのための条件の整備が必要である。 

 

②障害のある子どもと障害のない子どもが共に学ぶことにより、同じ社会に

生きる人間として、互いに正しく理解し、共に助け合い、支え合って生き

ていくことの大切さを学ぶなど、個人の価値を尊重する態度や自他の敬愛

と協力を重んずる態度を養うことが期待できる。 

 

③一方、学級規模など現在の教育条件が大幅に改善されない状況で、個々の

子どもの障害の状態、教育的ニーズ、学校、地域の実情等を十分に考慮す

ることなく、すべての子どもを同じ場に組み入れて教育を行うことは、同

じ場で学ぶという意味での平等は実現できても、子どもの健全な発達や子

どもが適切に教育を受ける機会を平等に与えることができず、その結果、

将来、社会に参加し市民として生きる時になって、より大きな不平等をも

たらす可能性がある。財源負担も含めた国民的合意を図りながら、大きな

枠組みを改善する中で、「共に育ち、共に学ぶ」体制を求めていくべきで

ある。（参考資料６：ＯＥＣＤ各国との初等中等教育段階における一学級

当たり児童生徒数及び公財政支出の比較） 

 

④特別支援教育は、共生社会の形成を目指すために必要な要素であり、イン

クルーシブ教育システムと同じ方向を向いているものと言える。したがっ

て、インクルーシブ教育システムの更なる推進のため、特別支援教育を発

展させ、必要な制度改革を行う必要がある。 

 

⑤特別な指導を受けている児童生徒の割合を比べてみると、英国で約２０％

（障害以外の学習困難を含む）、米国で約１０％となっており、日本は、

特別支援学校、特別支援学級、通級による指導を受けている児童生徒は約

２％程度に過ぎない。教育支援の必要な児童生徒の多くは既に通常の学級
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で学んでいると考えられる。これらの支援を必要とする児童生徒への対応

が早急に求められている。今後は、これらの児童生徒の実態把握を行うと

ともに、教育的な支援を一層進展させることが必要である。（参考資料７

：日、英、米の特別支援教育として特別な指導を受けている児童生徒の割

合） 

 

⑥国は、共生社会の形成に向けた国民の共通理解を一層進め、社会的な機運

を醸成していくことが必要である。学校教育においても、共生社会の形成

に向けた理解の促進を図る教育の一層の充実を図っていく必要がある。ま

た、財政的な措置を図る観点を含めインクルーシブ教育システム構築のた

めの施策の優先順位を上げる必要がある。 

 

(3)インクルーシブ教育システムと地域性 

①インクルーシブな社会のためには、障害のある当事者がどれだけ社会に参

加できるかということが問われる。インクルーシブ教育システムの推進に

当たっては、普段から地域に障害のある人がいるということが認知され、

障害のある人と地域住民や保護者とが相互に理解していることも重要であ

る。学校のみならず地域の様々な場面において、どう生活支援していくか

という観点も必要である。学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）

や学校支援地域本部など地域と連携した学校づくりが進めるに際しても、

各学校は、障害のある子どもへの対応をも念頭に地域の理解と協力を得た

連携の取組を考えていく必要がある。また、一部の自治体で実施している

居住地校に副次的な学籍を置く取組については、居住地域との結びつきを

強めるために意義がある。今後、地域の学校に学籍を置くことについても

検討していく必要がある。（参考資料８：学校運営協議会制度（コミュニ

ティ・スクール）について、参考資料９：学校支援地域本部事業） 

 

②地域の実情（交通アクセス、医療、福祉サービスが充実している都市部と

その対極的な地域など）は様々であるが、どの地域の学校においても等し

く達成されるべきもの（ナショナルミニマム）は何であるかという点に国

は留意して制度設計すべきである。一方、地域の状況に応じた柔軟な選択

肢があっても良いと思われる。 

 

③地域内の教育資源（幼・小・中・高等学校及び特別支援学校等、特別支援

学級、通級指導教室）それぞれの単体だけでは、そこに住んでいる子ども

一人一人の教育的ニーズに応えることは難しい。こうした域内の教育資源

の組合せ（スクールクラスター）により域内のすべての子ども一人一人の

教育的ニーズに応え、各地域におけるインクルーシブ教育システムを構築

することが考えられる。その際、交流及び共同学習の推進や特別支援学校

のセンター的機能の活用が効果的である。さらに、特別支援学校は都道府
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県教育委員会に設置義務があり、小・中学校は市町村教育委員会に設置義

務があることから、両者の連携の円滑化を図るための仕組みを検討してい

く必要がある。なお、通学の利便性の向上のため、特別支援学校の分教室

を設置するなど、特別支援教育の地域化を推進している都道府県もある。

また、通級による指導についても、児童生徒の負担軽減のため、巡回によ

る指導により、児童生徒の在籍校において実施している例もある。今後こ

うした例を地域の状況等を考慮しながら広め、多様な仕組みの構築の方向

を目指すことが重要である。（参考資料１０：スクールクラスターのイメ

ージ） 

 

④インクルーシブ教育システムを構築する上では、福祉、医療、労働などの

関係機関等との適切な連携が重要である。このためには、関係行政機関等

の相互連携の下で広域的な地域支援のための有機的なネットワークが形成

されることが有効であり、既に各都道府県レベルで「障害保健福祉圏域」

や教育事務所単位での支援地域の設定などが行われている。それら支援地

域内の有機的なネットワークを十分機能させるためには、連絡協議会を設

置することや個別の教育支援計画を相互に連携して作成・活用することが

重要である。今後、関係機関に警察や司法も加えていくことについて検討

していく必要がある。 

 

⑤インクルーシブ教育システムの構築に当たり、障害のある子どもの地域に

おける生活を支援する観点から、地域における社会福祉施策や障害者雇用

施策と特別支援教育との一層の連携強化といった広い視野を持って取り組

む必要がある。また、卒業後の就労・自立・社会参加も含めた共生社会シ

ステムを考える必要がある。 

 

⑥例えば、障害が重度の児童生徒等に適切な教育を提供するためには、施設

・整備等の基礎的条件の整備、充分な知識と技量を持った教育スタッフチ

ームの配置・育成、看護師と教員が連携した医療的ケアの実施体制の整備

が必要であるが、これらの条件整備を地域で計画的に進める必要がある。

また、キャリア教育の観点からは、ソーシャルワーク（人々の生活を社会

的な視点から捉え、その解決を支援すること）が非常に重要であるが、そ

れを学校、教員だけで行うことには無理がある。地域の中で、ソーシャル

ワークの機能をきちんと確保することが重要である。 

 

⑦病院に入院した際は、病院にある学校や学級に籍を移動しなければ教育を

受けることができない。退院すると地域の学校に戻るということや、近年

は入院が短期化してきていることを踏まえ、現在の特別支援学校、病院内

に設置された学級と地域の学校における転学手続の運用等を一層柔軟にし

ていくべきである。 
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２．就学相談・就学先決定の在り方について 

○一人一人の教育的ニーズを保障する就学先を決定するため、また、本人・

保護者、学校、教育委員会が円滑に合意形成を図るため、障害のある子ども

の教育相談・支援を乳幼児期を含め早期から行うことが必要。 

 

○就学基準に該当する障害のある子どもは、特別支援学校に原則就学すると

いう従来の就学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、

本人・保護者の意見、専門家の意見等を踏まえた総合的な観点から就学先を

決定する仕組みとすることが適当。その際、本人・保護者に対し十分情報提

供をしつつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と教育委員

会、学校等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成を図り、最終的に

は市町村教育委員会が決定。本人・保護者と教育委員会、学校等の意見が一

致しない場合の調整の仕組みについて、今後、検討していくことが必要。 

 

○就学先決定後も、継続的な教育相談を行うとともに、その結果に合わせて

柔軟に就学先の見直しを図り適切な支援を行っていくことが適当。 

 

○市町村教育委員会は、障害のある子ども本人・保護者に対して十分な相談

・情報提供ができる体制を整備することが必要。その支援のために都道府県

教育委員会は、専門的な相談・助言機能を充実・強化することが必要。 

 

（現状と課題） 

○現在の就学先の決定は、特別支援学校の就学基準に該当する障害のある

子どもが原則特別支援学校に行く仕組みであり、これまでも就学基準の

見直し、認定就学制度の導入、市町村教育委員会が就学先を決定する際

の専門家の意見や保護者の意見聴取の義務付けなどの改善が行われてお

り、インクルーシブ教育システムの理念と方向を同じくした制度改正が

順次行われてきたところである。（参考資料１１：これまでの制度改正

の状況） 

 

○就学先決定については、保護者に対する説明のための時間が足りないこ

と、また、必ずしも保護者の意向が十分踏まえられないこと、さらには、

就学判断に関わる者の専門性の確保が難しいこと、といった点を課題と

して指摘されている。 

 

(1)早期からの教育相談・支援 

①子どもの教育的ニーズに応じた支援を保障するためには、乳幼児期を含め

早期から教育相談や就学相談を行うことにより、本人・保護者に十分情報
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を提供し、本人・保護者と学校、教育委員会が教育的ニーズと必要な支援

について合意形成を図りながら決定していくことが重要である。そのた

め、就学前から保護者も加わって専門家の意見を聴きながら、個別の教育

支援計画1を作成していくことが重要である。その際、子どもの教育的ニー

ズや困難に対応した支援という観点から検討することが必要である。（参

考資料１２：特別支援教育の推進について（通知）） 

 

②乳児期から幼児期にかけて子どもが専門的な教育が受けられる体制を医療

・福祉・教育の連携の下に早急に確立することが必要である。そのことに

より、高い教育的効果が期待できる。特に、視覚障害者、聴覚障害者を対

象とした特別支援学校については、同じ障害のある一定規模の学習集団が

あることが重要であり、幼稚部以前の早期からの相談体制、教育体制を更

に充実させることが必要である。また、それ以外の障害種についても早期

支援が重要である。 

 

③市町村教育委員会は、医療や福祉の関係部局との連携や地域との連携を十

分に図り、例えば乳幼児検診の結果を必要に応じて共有するなど幼児の状

況把握に努めるほか、近隣の特別支援学校、都道府県の特別支援教育セン

ター（都道府県の教育センター特別支援教育担当部門や市町村の教育セン

ターを含む。）等の地域の資源の活用を十分図り、相談・支援体制の充実

に努めることが必要である。 

 

(2)就学先決定の仕組み 

①就学基準に該当する障害のある子どもは、特別支援学校に原則就学すると

いう従来の就学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、

本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学

校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組み

とすることが適当である。その際、本人・保護者に対し十分情報提供をし

つつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と教育委員会、

学校等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成を図り、最終的には

市町村教育委員会が決定することが適当である。保護者や市町村教育委員

会は、それぞれの役割と責任をきちんと果たしていく必要がある。このよ

うな仕組みに変えていくため、速やかに関係する法令改正等を行い、体制

を整備していくべきである。（参考資料１３：障害のある児童生徒の就学

先決定について（手続の流れ）） 

 

②現在、多くの自治体で障害の種類・程度等の判断について専門的立場から

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
1 医療、保健、福祉、労働等の関係機関との連携を図りつつ、乳幼児期から

学校卒業後までの長期的な視点に立って一貫した的確な教育的支援を行うた

めに、障害のある幼児児童生徒一人一人について支援の内容等を示した計画 
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調査・審議を行うために設置されている「就学指導委員会」については、

本人の教育的ニーズ及び本人・保護者の意向を尊重するという観点ととも

に、早期からの教育相談や就学先決定時のみならずその後の一貫した支援

に重点を置くという観点から、「教育支援委員会」（仮称）等の名称とす

ることが適当である。また、委員会の専門家に言語発達に知見を有する者

を加えることについても検討する必要がある。 

 

③就学時に小学校段階６年間、中学校段階３年間の学びの場をすべて決める

のではなく、児童生徒のそれぞれの発達の程度、適応の状況等を勘案しな

がら柔軟に転学ができることを共通理解とすることが重要である。定期的

に教育相談や個別の教育支援計画に基づく関係者による会議などを行い、

必要に応じて個別の教育支援計画及び就学先を変更できるようにしていく

ことが適当である。この場合、特別支援学校は都道府県教育委員会に設置

義務があり、小・中学校は市町村教育委員会に設置義務があることから、

密接に連携を図りつつ、同じ場で共に学ぶことを追求するという姿勢で対

応することが重要である。また、就学相談の初期の段階で、就学先決定に

ついての手続の流れや重要事項、就学先決定後も柔軟に転学できることを、

本人・保護者に予め説明を行うことが必要である（就学先決定にかかるガ

イダンス）。このことは、就学後に学校で適切な教育がなされないといっ

たことを原因とした二次的な障害の発生を防止する観点からも重要であ

る。 

 

④保護者は、学校や市町村教育委員会が自分の子どもを地域で進んで受け入

れてくれるという姿勢が見られないと、心を開いて就学相談をすることが

できない。学校や市町村教育委員会が保護者の伴走者として親身になって

相談を行うことで保護者との信頼関係が生まれる。学校、市町村教育委員

会は、障害のある子どもを地域で受け入れるという意識を持って就学相談

・就学先決定に臨む必要がある。 

 

⑤保護者は、何よりもまず、子どもの健康、学習、発達、成長という観点を

最優先する立場で就学相談・就学先決定に臨む必要がある。。 

 

⑥小学校が就学相談の窓口となり、保育所、幼稚園と日常的に連携を行うこ

とで障害の状態やニーズを把握している自治体もある。そのため、就学相

談に関する管理職研修を実施するとともに、住民向けに広報誌で周知を図

っているなどの工夫が見られる。また、特別な支援を必要とする子どもへ

の支援を行うネットワークを取りまとめる機関を設け、巡回相談など各種

教育相談を実施させるとともに、必要に応じて、教育・保健・福祉・医療

分野の連携を行っている自治体もある。これらの先行事例も参考としなが

ら、相談・支援体制の充実に努めることが必要である。 



 10 

 

⑦就学先を決定するに当たって、就学先の学習の様子がわからなければ保護

者は判断できない。例えば、英国、米国においては、行政側が、福祉、医

療など教育以外の情報も含めた適切な情報を保護者に提供し、また、他の

保護者と情報交換できるセンターの設置などの取組を行っており、これら

を参考に、今後日本における保護者への支援の在り方について検討してい

く必要がある。 

 

⑧障害のある子どもの能力を十分発達させていく上で、受入れ先の小・中学

校には必要な環境整備が求められ、あらかじめ人的配置や物的整備を計画

的に行うよう努めることが必要であるが、それでも障害の状態、必要とさ

れる教育的ニーズ、学校、地域の実情等により環境整備に困難が予想され

る場合には、本人・保護者に予め受けられる教育や支援等について説明し、

十分な理解を得るようにすることが重要である。 

 

⑨保護者の思いと子ども本人の教育的ニーズは異なることもあり得ること

に配慮する必要がある。保護者の思いを受け止めるとともに、本人に必要

なものは何かを考えていく過程が必要である。そのため、市町村教育委員

会が本人・保護者の意見を十分に聞き、共通認識を醸成することが重要で

ある。（参考資料１４：児童の権利に関する条約（抄）） 

 

⑩市町村教育委員会が、保護者への説明、学校への指導・助言等の教育支援

を適切に行うためには、専門的な知識をもった職員を配置するなどの体制

整備が必要である。現行の「就学指導委員会」においても、自治体によっ

ては、専門家の専門性が十分ではない、あるいは、単独で専門家を確保す

ることが困難といった課題もある。例えば、専門家の確保を他の自治体と

共同で実施することや都道府県教育委員会からの支援を受けることも考え

られる。 

 

⑪例えば、英国、米国では、就学先決定について、本人・保護者の意見と行

政の意見が一致しない場合、地方局や州に登録された中立の立場の仲介者

が両者の間に入って合意点を見つけ解決策を探るといった調整のための仕

組みが用意されている。これらを参考に、今後日本における仕組みを検討

していく必要がある。例えば、都道府県教育委員会が、仲介者を紹介する

役割を担うことも考えられる。これについては、これまでの認定就学の事

例を整理することや新たなモデル事業を実施していくことも考えられる。

（参考資料１５：認定就学者数等及び就学指導委員会等に関する実態調査

の結果について） 

 

(3)一貫した支援の仕組み 
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①できる限り早期から成人に至るまで一貫した指導・支援ができるように、

子どもの成長記録や生活の様子、指導内容に関するあらゆる情報を記録し、

必要に応じて関係機関が共有できる相談支援ファイルを作成している例も

ある。これは、関係機関が共有することにより、就学先決定、転学、就労

判定する時の資料になることから、個人情報の活用について、保護者の理

解と協力を得るとともに、情報の取扱いに留意して活用を図っていくこと

が必要である。例えば、幼稚園や保育所と小学校との間や小学校と中学校

との間でそれぞれ連携・情報交換を進めることも考えられる。 

 

②個別の教育支援計画、個別の指導計画については、現在、特別支援学校の

学習指導要領には作成が明記されているが、幼・小・中・高等学校等で学

ぶ障害のある児童生徒等については、必要に応じて作成されることとなっ

ており、必ず作成することとなっていない。これを障害のある児童生徒等

全てに拡大していくことが望ましい。 

 

③一部の自治体では、市内在住の就学を迎える子どもを対象として、就学支

援シートを作成し、それぞれの学校で保護者と担任等が子どもの学校生活、

学習内容を検討するに当たり、活用しており、このような取組を拡大する

ことも重要である。 

 

④特別支援学校では、個別の教育支援計画を活用し、幼稚部・小学部・中学

部・高等部で一貫性のあるキャリア教育を推進し、卒業後の継続した支援

を行っている。また、進路指導において、子どもが自分の進路計画を自ら

作っていくというような取組も始まっている。これらの取組を一層発展さ

せるとともに、特別支援学校以外の障害のある子どもにも広げていくこと

が望ましい。 

 

⑤社会の中で自立していくための教育という意味でキャリア教育と特別支援

教育の考え方には共通するものがある。社会環境の変化が大きくなってい

く中、特別支援学校・特別支援学級で行われてきている自立支援、職業教

育や職場体験というものを更に発展させ、進化させていくべきである。 

 

(4)就学相談、就学先決定に係る国・都道府県教育委員会の役割 

①障害のある子どもの実質的なニーズに対応した教育が行われているかを相

談・助言できる組織を都道府県レベルで設置し、いつでも相談できるよう

な仕組みを構築するなど、都道府県教育委員会の就学先決定に係わる相談

・助言機能を強化する必要がある。 

 

②市町村教育委員会単独で、就学相談や就学支援に係る専門家の確保が困難

な場合には、都道府県教育委員会が専門家を派遣するなどの措置を講ずる
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必要がある。また、関係者のための研修会を都道府県が実施することも考

えられる。 

 

③就学相談については、それぞれの自治体の努力に任せるだけでは限界があ

ることから、国は、何らかのモデル的なプロセスや具体例の共有化を進め

ることが必要である。例えば、県の特別支援教育センターの職員が各市町

村の就学相談委員となって、就学コーディネーターの役割を果たし、全域

をサポートしている例もある。都道府県教育委員会が行う市町村教育委員

会に対する支援を円滑にするため、例えば、そのようなモデル的事例の開

発や普及を行っていく必要がある。 

 

 

３．インクルーシブ教育システム構築のための人的・物的な環境整備につい

て 

○発達障害も含め、特別支援教育の更なる環境整備が必要。 

 

○合理的配慮については、今後、障害種ごとや、ソフト・ハードの両面から

検討をしていくことが必要。 

 

○特別支援学校と幼稚園、保育所、認定こども園、小・中・高等学校等との

間で行われる交流及び共同学習を一層推進するとともに、例えば、居住す

る地域の小・中学校に副次的な学籍を持たせるなど一層の工夫が必要。 

 

○特別支援学校のセンター的機能を一層活用することが必要。 

 

（現状と課題） 

○小・中学校等においては、特別支援教育担当教員として、特別支援学級を

担当する教員の配置や通級による指導の担当教員の配置がなれている。ま

た、特別支援教育支援員を地方交付税措置により配置している。通常の学

級に在籍する発達障害のある子どもを含め教育的ニーズの異なる様々な障

害のある子どもや、障害があるとは周囲から認識されていないものの、学

習面又は行動面での困難を抱えている子どもが学んでいることが推測され

る。そのような子どもに対し十分な支援がなされていない場合があるなど、

その人的・物的な環境整備が課題になっており、このような状況の把握に

努める必要がある。（参考資料１２：特別支援教育の推進について（通知）） 

 

○特別支援学校についても、小、中、高等部、特に高等部において、入学を

希望する子どもの数が増えてきており、子どもの障害の状態などについて

現状を分析する必要があるとともに、計画的な整備が課題となっている。 
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(1)障害のある児童生徒等を受け入れるための環境整備全般 

①指導方法の充実、人的・物的な環境整備、現場での意識改革、校長をはじ

めとする教員の指導力の向上（特に、特別支援教育についての専門性や多

様性を踏まえた学校経営・学級経営といったマネジメント能力）等を総合

的に進める必要がある。特に尐人数学級の実現に向けた取組を進めていく

必要がある。また、教育条件の整備のためには、国及び自治体の財政的な

裏付けが必要である。環境整備が進まないまま、同じ場で共に学ぶことを

進めるのは、結果として、特別な教育を必要とする子どもが何らの配慮も

なく通常の学級で学ぶことになる危険性がある。また、私立学校に対して

も配慮することが必要である。 

 

②特別支援教室構想は、現在、小・中学校において通級や特別支援学級の形

で実施している特別支援教育について、障害のある児童生徒の実態に応じ

て特別支援教育を担当する教員が柔軟に配置されるとともに、障害のある

児童生徒が、原則として通常の学級に在籍しながら、特別の場で適切な指

導及び必要な支援を受けることができるようにするものであり、その導入

に向けて課題を整理し、検討を進めていく必要がある。 

 

③具体的に地域の現場において、同じ場で共に学ぶことを実現していくには、

基礎自治体の取組が大きく影響する。その際、教育委員会だけではなく、

財政、福祉等の観点から首長部局の関与も重要である。 

 

④校内の支援体制として、教員に加えて、特別支援教育支援員、スクールカ

ウンセラー、養護教諭といった人材も有効に活用していく必要がある。特

に、特別支援教育支援員については更なる充実が必要である。 

 

(2)合理的配慮 

①障害者の権利に関する条約第２４条（教育）は、「個人に必要とされる合

理的配慮が提供されること。」と規定している。同条約第２条によれば、

「合理的配慮」とは、「障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的

自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及

び調整」であり、「特定の場合において必要とされるもの」であり、かつ、

その「変更及び調整」を行う主体にとっての負担という観点から、「均衡

を失した又は過度の負担を課さないもの」をいう、とされている。（参考

資料３：障害者の権利に関する条約（抄）、参考資料１６：合理的配慮に

ついて） 

 

②障害は多様であり、例えば、肢体不自由についても医学的に様々な状態が

あり、それに対する合理的配慮も様々であるのでＩＣＦ（国際機能分類）

を用いることも検討する必要がある。また、障害者の権利に関する条約は、
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社会参加の不利の原因を、個人の障害ではなく、社会の障壁側に焦点を当

てている。この点からも人的・物的な環境整備や合理的配慮等について検

討する必要がある。（参考資料１７：ＩＣＦについて） 

 

③合理的配慮については、教育課程、支援内容等のソフト面、施設・設備の

整備等のハード面の両方からの議論が必要である。また、障害種別の具体

的な合理的配慮のイメージについては、一層の検討が必要である。合理的

配慮が不十分なままでは、子どもに適切な教育を行うことができない。（参

考資料１２：「特別支援教育の推進について（通知）」（平成１９年４月

１日付１９文科初第１２５号）、参考資料１８：合理的配慮についての特

別委員会における意見等） 

 

④合理的配慮のイメージについて、教育委員会、学校、各教員が正しく認識

しなければならないのは言うまでもないが、保護者、当事者も含めて、地

域における理解はまだ進んでおらず、理解促進のための啓発活動が必要で

ある。 

 

⑤通常の学級で指導を行う場合、現在、障害のある児童生徒でも、各小・中

学校は、小・中学校の学習指導要領に基づく教育課程を編成・実施する必

要がある。通常の学級で学ぶ障害のある児童生徒一人一人に応じた特別の

指導の在り方について検討する必要がある。 

 

(3)交流及び共同学習 

①特別支援学校と幼稚園、保育所、認定こども園、小・中・高等学校などと

の間で行われる交流及び共同学習は、特別支援学校に就学する障害のある

児童生徒等にとっては、経験を広め、社会性を養い、豊かな人間性を育て

る上で、大きな意義を有する。障害のない児童生徒等にとっても、障害の

ある児童生徒等とともに学び、多様性を尊重する心をはぐくむことができ、

共生社会の実現を目指す観点とともに、子どもの成長にも大きな意味を持

つ。特に、居住地校との交流及び共同学習は、居住地の小・中学校等の児

童生徒等とともに学習し、交流することで地域とのつながりを持つことが

できることから、これを進める必要がある。 

 

②一部の自治体で実施している居住地校に副次的な学籍を置くことについて

は、居住地域との結びつきを強め、居住地校との交流及び共同学習を推進

する上で意義がある。この場合、児童生徒の付添いや時間割の調整などが

現実的課題であり、それらについて検討していく必要がある。（参考資料

１９：副次的な学籍について） 

 

③同じ障害のある者との交流を継続して体験することも重要であり、例えば、



 15 

通常の学級や特別支援学級で教育を受ける視覚障害の児童生徒が、視覚障

害特別支援学校の児童生徒との交流を定期的に実施するなどの仕組み作り

が考えられる。また、中学校・高等学校に通っている視覚障害の生徒と視

覚障害特別支援学校の生徒の両方を対象とし、サマーキャンプ等で学習体

験をする実践もある。その実践においては、先輩であり現役の企業等で働

いている視覚障害の技術者や教員が講師となり、それを支えているのが視

覚障害特別支援学校の教員や大学の視覚障害教育にかかわっている人たち

である。 

 

(4)特別支援学校のセンター的機能の活用 

①特別支援学校は、小・中学校等の教員への支援機能、特別支援教育に関す

る相談・情報提供機能、障害のある児童生徒等への指導・支援機能、関係

機関等との連絡・調整機能、小・中学校等の教員に対する研修協力機能、

障害のある児童生徒等への施設設備等の提供機能といったセンター的機能

を有しており、その機能を活用してインクルーシブ教育システムの中で重

要な役割を果たすことが求められる。そのため、センター的機能の一層の

充実を図るとともに、その高い専門性の確保にも取り組む必要がある。そ

の際に、市町村教育委員会との役割分担を念頭に協力体制を構築すること

が重要である。加えて、特別支援学校のセンター的機能を支援する仕組み

を各都道府県において整備することが必要である。 

 

②特別支援学校の教員による巡回相談等、小・中学校等と特別支援学校との

連携が重要である。特別支援学校も加えた形で地域の特別支援教育の支援

体制を面として作っていくことが必要である。また、特別支援学校が、地

域にいる障害のある子どもの教育を担っている都道府県もあり、今後はこ

のような取組を一層積極的に進めていく必要がある。 

 

③必要に応じて、分校、分教室の形で設置するなど、都道府県内に特別支援

学校をバランス良く設置していくことも方策の一つとして考えられる。児

童生徒の移動時間を考えると、分校、分教室の方が指導を充実できる可能

性もある。小学校に設置している特別支援学校の分教室で、当該小学校の

みならず周辺の小・中学校についても支援を行っている例もある。 

 

④各市町村の小・中学校に設置されている特別支援学級をその市町村の特別

支援教育のセンターとし、必要に応じ、特別支援学校のセンター的機能

に類する役割を持たせることも考えられる。 
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４．教職員の確保及び専門性向上のための方策について 

○インクルーシブ教育システムの構築のため、教職員の確保や教員の専門性

の向上を図るための具体的方策として、大学での教員養成の在り方、現職

教職員の研修体系、採用・配置などについて、今後検討していくことが必

要。 

 

（現状と課題） 

○教職員の専門性の確保については、特別支援学校教諭免許状の取得率が特

別支援学校の教員で約７割、特別支援学級担当教員で約３割と、現在の特

別支援教育の大きな課題となっている。また、現職の教員の資質向上のた

めには、特別支援教育についての研修は喫緊の課題であり、効率的で有効

な研修を行うことが重要である。また、教職員への障害のある者の採用・

人事配置は課題となっている。 

 

(1)教職員の専門性の確保 

①すべての子どもに実質的に効果のある教育を実践するためには、まずは受

け入れる側の教員の専門性を確実にあげ、指導技術を担保することが必須

要件である。その際、知識だけでなく様々なスキルをどう高めていくか、

そのためには何が必要かということが大きなテーマである。 

 

②特別支援教育の専門性について、例えば、米国や英国で行われているよう

に、高発生頻度障害（発生頻度が非常に高い障害）については基本の情報

として、すべての教員が有することとし、低発生頻度障害（視覚障害、聴

覚障害、重度・重複等）については担当教員が専門性を高めるという形で、

高発生頻度と低発生頻度を分けて専門性を向上させる取組を日本でも参考

にする必要がある。 

 

③小・中学校等の特別支援教育担当教員は、特別支援教育の重要な担い手で

あり、その教育の質を支えるとともに、その専門性が校内に与える影響は

大きいことから、特別支援学校における勤務等により特別支援教育の中核

となる教員を養成し、そういった人材を障害のある子どもの教育的ニーズ

や学校の状況に応じ、各学校に配置するなど人事上の配慮を行うことが考

えられる。また、特別支援学校としての障害種ごとの専門性を確保してい

くことを考慮した上で、同一校における教員の在職年数の延長など弾力的

な人事上の配慮を行うことも考えられる。 

 

④特別支援教育コーディネーターについては、専門性を持った教員が専任で

配置されることで、学校全体の教員の資質・能力の向上に指導的な役割を

果たすことが期待できることから、専門性を高めるための方策について今

後検討していく必要がある。また、各学校において、特別支援教育の体制
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充実のための組織強化を図る学校経営を行うとともに、その評価を検討し

ていく必要がある。 

 

(2)教職員の養成・研修制度の在り方 

①すべての教員が特別支援教育についての専門性を持っていることが望まし

い。現在、養成段階で、特別支援教育に関する内容を取り扱うことになっ

ているが、通常の学級の担任、特別支援学級担当教員について何らかの専

門性向上のための方策を検討していく必要がある。例えば、通常の学級の

教員については、大学で特別支援教育関係の単位を修得することが望まし

い。また、小・中学校等において特別支援教育を担当する教員（特別支援

学級や通級による指導の担当教員、特別支援教育コーディネーター）のた

めの免許状を創設することなども考えられる。さらに、特別支援学校教諭

の免許状を保有せずに特別支援学校の教員となることが可能とされている

現行制度の見直しを検討する必要がある。今後、教員免許制度全般につい

ての検討の中で、特別支援教育関係の単位修得や免許制度の在り方等につ

いて検討される必要がある。 

 

②都道府県や市町村での特別支援教育に関する研修をすべての教職員に必要

なものとして実施するか検討が必要である。まずは、校長等管理職を対象

として、特別支援教育、特に発達障害に関する研修を集中的に行うことが

必要である。特別支援教育についての多様な研修とともに、学級経営、学

校経営といった研修においても特別支援教育を意識して取り組む必要があ

る。この場合、多忙な教員に配慮した効果的・効率的な研修の実施が求め

られる。また、教育委員会が主催する研修の実施に当たっては、国・私立

学校関係者や保育所関係者も受講できるようにすることが望ましい。（参

考資料２０：教員の特別支援教育に関する研修の受講状況） 

 

③特別支援教育に関する教職員の資質、能力としては、すべての教職員が最

低限身に付けていなければならない特別支援教育の理念及び障害に対する

基本的な知識等や、実際に特別支援教育に携わる場合に身に付けるべき専

門性に関するものを、経験年次別研修や職務別研修を組み合わせることに

より、身に付くようにしていくべきである。例えば、特別支援学級の新任

担当者研修の形で実施することも考えられる。また、免許状更新講習の中

により明確に位置付けて実施することも考えられる。 

 

④校内研修により、学校としての専門性を次に引き継いでいくことが重要で

ある。国の事業として実施している「特別支援教育総合推進事業」により、

校内研修を支援しており、各学校で抱える様々な課題について、特別支援

学校や特別支援教育センターが助言、協議する研修を組んでいる。ただし、

校内における研修は重要であるものの、ＯＪＴだけでは、体系的な知識が
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身に付かないことから、研修と実践を効果的に組み合わせることが適当で

ある。（参考資料２１：特別支援教育総合推進事業） 

 

⑤発達障害に対応できる大学関係者、精神科医、小児神経科医などが地域で

不足しているといった現状もあり、その対応策としても、各地域にある特

別支援学校が巡回相談や研修会の実施といったセンター的機能を果たして

いくことも重要である。 

 

⑥特別支援教育の支援員の活用を図るということも、各都道府県教育委員会

で行われているが、支援員の質向上が課題であり、研修を計画的に実施し

ていく必要がある。 

 

⑦全国的に特別支援教育の質の向上を図るため、特別支援教育のナショナル

センターである独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が実施する研究

事業、研修事業、情報普及事業等を一層推進していく必要がある。また、

各大学における取組を国立特別支援教育総合研究所が促進していくととも

に、関係者に情報提供していく必要がある。さらに、通信制大学において

も、特別支援学校の教諭免許状取得に活用できる科目が開設されており、

更なる充実・活用が求められる。 

 

⑧特別支援学校については、専門性の向上のため、地域の関係機関との連携

による研修、大学等との研修を実施していくことが重要である。 

 

 (3)教職員への障害のある者の採用・人事配置 

①障害のある児童生徒等にとって、障害のある教職員はロールモデル（具体

的な行動技術や行動事例を模倣・学習する対象となる人材）となることか

ら、特別支援学校等において、障害のある当事者の教職員が確保されるよ

う、採用や人事配置について配慮する必要がある。 
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